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Ⅰ はじめに 

 

 

平成３０年６月、前市長が土地取得に絡む収賄罪により逮捕・起訴さ

れたことは、極めて遺憾であり、行政に対する市民の信頼が著しく失わ

れたと言っても過言ではない。また、市議会としても、市民の負託によ

り市政に携わる権能及び職責を有することを深く認識し、議員一人一人

が職務全うのため邁進することで、行政に対する監視機関としての責任

を改めて問い直す必要がある。 

このような状況を受け、設置された土地取得に係る監視機能強化特別

委員会では、土地取得の状況調査及び制度改正についての調査・研究を

目的とし、前市長の在任期間における土地取得１０件について検証を行

った上で、不祥事の再発防止及び議会の監視機能の強化を図るための方

策について協議、検討を重ねてきたところである。 

行政当局においても、伊東市土地取得に係る業務見直し検討委員会を

設置し、本特別委員会と同様に、再発防止策及び土地取得の透明性の確

保に向け研究を行っていることから、二元代表制の一翼を担う議会とし

て、公明公正な行政運営の確立の一助となるべく、今般、これまでの本

特別委員会の調査及び検討の結果について提言するものである。 

本提言の意義について深甚なるご理解をいただき、今後の市政に反映

されることで、再発防止及び市民の信頼の確保につながることを期待す

るところである。 
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Ⅱ 提言 

 １ 土地取得に係る事務について 

 

 

 （１） 土地取得に係る一連の手続や必要な資料等を明確化し、事務

処理を体系化した手順書（マニュアル）を作成すること。また、

パブリックコメント等の実施やマニュアルの公開を行うことで、

マニュアルの信頼性を高めること。 

     過去の土地取得を検証した結果、庁内での協議記録や相手方

との交渉記録が不存在であったり、必要書類の添付が理由なく

省略されていたりするなど、検査対象土地ごとに取引の実態が

異なっていることが確認された。事務処理の手順において、行

うべき手続が明確でなかったことは、事務の適正性について勘

案したときに、不正の入り込む余地があったと言わざるを得な

い。 

     したがって、土地取得に係る業務の適正性を確保し、再発を

防止する方策の第一歩として、土地を取得するまでに要する手

続や資料等を明確にしたマニュアルを作成する必要がある。一

連の事務処理を体系化することで、土地取得に係る業務がさま

ざまな部署において行われても、統一的な基準により手続等を

進めることができるようにすることが求められる。 

     このマニュアルの作成に当たっては、外部の目に触れること

のない内規として位置づけてしまうことなく、パブリックコメ

ントの実施やマニュアルの公開を行うことで、その信頼性を高

める必要がある。 

     また、作成後については、各課に配置すること及び市民が閲

覧可能な状態にすることで、手続に対する説明責任を果たせる

ようにすること。  
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 （２） 意思決定過程の協議記録及び交渉記録を必ず作成し、保存す

ること。 

     今回の検証で最も重大な問題として認識されたことは、１件

の検査対象土地を除き、意思決定過程の協議記録及び交渉記録

が存在していなかったことが挙げられる。 

     これにより、土地取得に向けた利用目的の検討や意思決定の

過程が不明である案件が多く、また、交渉内容も詳細が把握で

きないため、どのように土地取引の話が持ち込まれ、合意形成

に至ったのかが明らかでない案件が存在していることから、土

地取得に係る一連の手続等において、不明瞭な点があったもの

と認識する。 

     よって、行政事務の透明性を確保するため、検証可能な形で

記録を作成し、保存する必要があり、さらに、単独で判断が行

われることを防止する観点からも記録を残す必要性は高いこと

から、市長、副市長等が交渉を行う場合であっても、必ず職員

が同行し、記録を残すこと。 

 

 

 （３） 相手方との交渉については、単独で行うことのないようにす

ること。 

     過去の土地取得を検証した結果、今回の不祥事が発覚した土

地及び検証を行った土地取得に多く見られる共通の特徴として、

市長が単独で相手方と交渉を行っていた事実がある。交渉が単

独で行われたことにより、職員が知り得ない交渉の過程が生じ

ることとなり、その結果、行政事務の一部がブラックボックス

となってしまっていた。不正が入り込む余地をなくすためにも、

交渉は単独で行うことなく、必ず複数で行うこと。 
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 （４） 土地取得価格については、不動産鑑定評価額や固定資産税評

価額を参考とした上で、取得する土地に係る種々の状況を考慮

し、客観的算出根拠に基づき、個別の事案として価格形成を行

うこと。また、その妥当性を検証すること。 

     マンダリンホテル跡地の件については、不動産鑑定評価額等

を下回る価格で取得していたにもかかわらず、不正な取引が行

われていた事実が発覚した。事務手続や価格が形式的に適正で

あったとしても、不正は起こり得ることから、不動産鑑定評価

額等を下回ることをもって妥当な価格であるとは言い得ない状

況にある。 

     不動産鑑定評価額や固定資産税評価額を参考とすることは、

判断基準の一つとして必要なことであるが、その上で取得する

土地ごとに個別の事案として捉え、種々の状況を考慮し、客観

的算出根拠に基づき価格形成を行う必要があり、また、その妥

当性についても改めて検証すること。 

 

 

 （５） 情報公開請求に対応できるだけの文書を作成し、保存するこ

とで、行政事務の透明性を確保すること。 

     意思決定過程の協議記録及び交渉記録については、作成が義

務づけられていた文書ではなかったとしても、職員が土地取得

に係る一連の手続の詳細を把握できていないことを踏まえると、

作成する必要があったものと捉えることができる。 

     情報公開制度を活用することで行政事務の透明性が担保され

るという制度趣旨であれば、職員がみずから担当する業務がい

ずれ情報公開の対象になることを意識した上で、公開請求に対

応できるだけの文書を作成し、これを保存することが重要であ

る。 
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 （６） 責任の所在を明確にすることで、原因追求及び再発防止を図

ること。 

     現行の決裁手順によると、決裁権者まで稟議書等に捺印をす

ることで責任が明確であると言えるのかもしれないが、形式的

な書類だけでは、業務内容において具体的にどのような点で瑕

疵等が存在したかわからず、責任の範囲が明確であるとは言い

得ない。 

     特に、複数の部署に係る案件など、組織体制により業務を執

行する際には、原因究明の過程として、どのような事務におい

て誰が責任を持って当たっているのかを明確にすることで、瑕

疵があった箇所を特定することが重要であり、失敗を繰り返す

ことのないよう再発防止を図るためにも必要な対策である。 

 

 

 （７） 手続の適正性について、所管部署により一次的な評価、判断

ができるように、定期的に研修等を行うことで政策法務を初め

とした専門知識を身につける、所管部署に法務担当職員を一人

は配置するなど、長期的視野に立って職員の養成、配置を行う

こと。 

     公共建設事業を目的として土地を取得する場合、その取得目

的に応じた所管部署が事務の執行に当たることとなるが、いず

れの部署においても契約の手続等に精通した職員がいるとは限

らず、所管部署によるチェック機能が万全とは言えない体制が、

瑕疵が発生する原因の一つとなっているものと考えられる。 

     将来的には、全部署において政策法務担当職員を配置できる

ことが望ましいが、一朝一夕には難しいことから、長期的視野

に立って、研修等で職員が専門知識を身につけることにより、

所管部署における一次的なチェック機能を確立する必要がある。 
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 （８） 一連の業務手続の適正性について、所管部署とは異なる第三

者組織によるチェックを行うことで、重層的なチェック体制を

構築すること。 

     所管部署における一次的なチェック機能を確立させるととも

に、内部的な判断にとどまらず、所管部署以外の部署において

チェックを行うこと、または、第三者機関を設置し、チェック

を行うことにより、当事者以外の総合的な評価、判断をするこ

とで、チェック体制を重層化させる必要がある。 
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 ２ 再発防止に資するための事務及び制度

について 

 

 

 （１） 土地取得に係る契約締結案件については、道路などを初めと

した社会基盤整備に係るものを除き、委員会協議会に事前報告

すること。また、報告の際には、土地取得に至るまでの経過が

適正であったことを証する事項として、次に掲げる事項をあわ

せて報告すること。 

    ア 取得の目的 

    イ 取得の必要性及び根拠となる計画等 

    ウ 意思決定過程の協議経過 

    エ 協議会報告案件となるまでの交渉経過 

    オ 価格の算出根拠 

     委員会協議会への事前報告案件として、一定の要件のもとに

土地取得に係る契約締結案件を加え、議会が関与する機会を創

出することで、監視機能の強化及び行政事務の透明性の確保を

図るものである。所管課及び用途に応じ、案件を所轄する委員

会協議会への報告事項とする。 
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 （２） 行政事務に係る文書は、原則全て保存すること。また、責任

を持って文書として残すことを意識づけること。 

     土地取得に係る業務のみならず、行政事務全般的に、業務に

対して責任を持って文書を残すことを意識づけていくこと。 

     口頭による指示や報告、復命等があることは、事務の効率上

やむを得ないことであるが、その経過やてんまつがわかるよう、

事後に文書化して保存するなど、一定程度の範囲で文書の保存

について義務化していく必要がある。 

 

 

 （３） マニュアル作成後に説明会などを開催することで、調査によ

り判明した問題点等について、職員の意識の共有を図ること。

また、マニュアルに沿って業務が行われるように、さらなるコ

ンプライアンス意識の向上を図ること。 

     土地を取得するまでに要する手続や資料等を明確にしたマニ

ュアルを作成した後には、説明会などを開催することで、マン

ダリンホテル跡地の事件の経緯を含め、今回の調査により判明

した行政組織上の手続の問題点等について、職員の意識の共有

を図ること。 

     また、今後、マニュアルに沿って業務が行われるよう、その

実効性を確保するために、職員のコンプライアンス意識の向上

を図る研修等を定期的に開催すること。 
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 （４） 情報公開制度において、統一的な見解に基づき着実な運用を

図れるようにすること。 

     土地取得業務に係るマニュアルに沿って、手続や記録等の文

書は作成され、保存されていくこととなるが、一連の業務の透

明性を確保するためには、その記録等が、情報公開の対象とな

り、制度が十分に活用されるための運用がされなければならな

い。運用面を整理し、部署ごとに異なる見解となることがない

よう、統一的かつ着実な運用をすることを要する。 

 

 

 （５） 再発防止及び業務改善に必要な体制整備を図ること。 

     所管部署以外によるチェック体制または第三者組織によるチ

ェック体制を構築するためには、組織の体制整備が必要となる

ことから、機構改革や制度新設を含め、必要な整備を図ること。 
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参考 

 

 

 【委員会の開催状況】 

 平成３０年度 

開催時期 主な調査事項等 

第１回  ６月２８日 ・正副委員長互選 

第２回  ７月１２日 ・検査対象土地の協議 

・当局へ請求する資料の協議 

第３回  ８月１７日 ・検査対象土地の検証 

第４回  ８月２２日 ・検査対象土地の検証 

・検証の総括 

第５回 １２月１７日 ・当局検証結果を踏まえた意見集約 

第６回  １月 ８日 ・提言作成に向けた協議 

第７回  １月２２日 ・提言書の決定 
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